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労働組合は全力を尽くしているか？* 
ユニオン・ショップ協定の努力水準向上効果の検証  

 

 

 

日本学術振興会特別研究員 高橋陽子  

 
 

ユニオン・ショップ協定は労働組合のモラルハザードを誘発させるという批

判がある。本稿は労働組合の提供するサービスの中でも特に労使交渉に的を絞

り、ユ・シ協定締結組合が労使交渉を怠るかについて理論的・実証的に検証し

た。理論分析において、組合と組合員のエージェンシー・モデルを構築し分析

した結果、ユ・シ協定は労働組合の組合員への交渉努力を高めることが示され

た。また実証分析では、労使交渉の回数を組合の交渉努力の代理指標とし、ユ・

シ協定締結組合と非締結組合の交渉回数を比較したところ、ユ・シ協定締結組

合の交渉回数が多いという理論分析と整合的な結果が得られた。分析結果から、

ユ・シ協定は組合のモラルハザードを誘発させるのではなく、むしろ防止させ

る効果があることが示された。  
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1、はじめに  

ユニオン・ショップ（以下ユ・シ）協定は、20 世紀に入り多くの国で批判され、禁止

されてきた i。日本は今やユ・シ協定の普及する数少ない国であるが ii、1980 年代からは

日本においてもユ・シ協定を廃止すべきではないかという議論がなされつつある iii。こ

の中にユ・シ協定は労働組合に組合員へのサービスを怠らせるという批判がある iv。本

稿は労働組合の提供するサービスの中でも特に労使交渉に的を絞り、ユ・シ協定締結組

合が労使交渉を怠るかについて理論的・実証的に検証する。  

ここで、ユ・シ協定について簡単に説明しておこう。ユ・シ協定とは労働組合が企業

との間に結ぶ労働協約であり、これを締結する企業に採用された従業員は採用後一定期

間内に特定の労働組合に加入しなければならず、それを拒否した者や、またその労働組

合を脱退した者は企業から解雇されるv。つまりユ・シ協定は、解雇の脅威によって原則

全ての従業員を特定組合に強制加入させる効果を持つ vi。この結果、ユ・シ協定締結組

合は組合員にどれだけのサービス（賃上げ、労働時間短縮、福利厚生等の交渉等）を提

供するかに関わりなく全従業員を組合員として確保できるので、組合員へ提供するサー

ビスが非締結組合よりも少なくなる、つまりモラルハザードが発生することが予想され

る。しかしこのような問題はこれまで理論的・実証的な検証はほとんどなされていない vii。

                                                  
i ユ・シ協定を含むショップ制は、例えば組合選択の自由（積極的団結権）の侵害にあたるなどと

され、国によって理由は異なるものの多くの国で禁止されている。イギリスにおいては、1981 年

にヨーロッパ人権裁判所からクローズド・ショップが人権侵害に当たるとの判決を受け、翌年

Employment Act において規制が強化されると、ショップ制は急速に衰退していく (中村

(1988)p.329-338)。またアメリカでも、イギリスから派生したクローズド・ショップが発展していた

が、1947 年の Taft-Hartley Act によって禁止され、ユ・シ協定についても労働者を解雇できる場

合が極端に限定されており、かつ州によってはユ・シ協定を含む組合保障制が right- to-work law
で禁止されている。アメリカのショップ制についての詳細は外尾（2002）P.59 を参照。その他ド

イツ、フランスでは消極的団結権を理由に明確に禁止されている。その他の国も含め、各国のショ

ップ制に関する歴史は本多 (1964)が詳しい。  
ii 2006 年の厚生労働省「労働組合基礎調査」によれば、ユ・シ協定のある組合の割合は 7 割を超

えている。戦後、他国に比べ労働組合の素地のなかった日本においては、労働組合の育成・保護と

いう観点から団結権が優先され、ユ・シ協定は学説・判例上合法と承認されてきた。  
iii 1980 年代以降、日本の労働法学においてもユ・シ協定の有効性を全面的に否定する学説が形成

されつつある。例えば大内  (2000, 2007a)は、ドイツの憲法で保障されているように、組合に入ら

ない自由、脱退する自由（消極的団結自由・消極的団結権）は日本の憲法解釈にも当てはまると考

え、ユ・シ協定無効を主張している  。その他に、ユ・シ協定は組合内の政治的な対立を解決する

道具として使われているという批判がある。例えば組織内部の主流派が交代したり、組合分裂が生

じたときなどには、組合対立の様相をいっそう激化させ、一方が統制権を利用して他方を処分し、

企業から追放してしまう。この点に関して西谷（1980）は、昭和 49 年から 53 年までの 5 年間の

ユ・シ協定に関する 21 件（うち同一事件を省けば 18 件）の判例を取り上げ、事例内容を分析し、

ユ・シ協定が組合内の対立を少数派の追放によって解決するために、あるいは組合批判者を企業外

へ放逐して組合幹部の反労働者的体質を温存するために利用されていると指摘する（p.65-69）。  
iv 大内（2007b）p.164 
v ユ・シ協定締結組合を脱退した労働者が必ず解雇されるとは限らない。第一に、脱退しても他組

合に加入していれば解雇は有効でなくなる。第二に、ユ・シ協定締結の際に、使用者が特に解雇条

項に関して抵抗した場合、解雇については別途労使間で協議すると定めている「不完全ユニオン」

の存在がある。1989 年の労働協約等実態調査によれば、「完全ユニオンが」4 割程度に対し、「尻

抜けユニオン」は 5 割弱、解雇に関する定めが全くない「宣言ユニオン」も 1 割存在する。  
vi ただし、締結組合以外の他の労働組合に加入した者」及び、「締結組合からは脱退しまたは除名

されたが、他の労働組合に加入しまたは新たな労働組合を結成した者」の解雇は、公序違反として

無効と最高裁によって判断されている（三井倉庫港運事件 :最判平成 1・12・14 労判 552 号 6 項）。  
vii ユ・シ協定締結組合の怠業について分析した研究は存在しないが、ユ・シ協定についての組合

員の満足度などに関する分析は 2 つ存在する。もしユ・シ協定締結組合が従業員の利益に関する交
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それは従来の労働組合の研究では「労働組合と組合員の目的は同一である」ものとされ、

上記のようなモラルハザードを発生させる主要な原因である「労働組合と組合員の目的

が同一でない」状況を想定したモデルがほとんど存在しないためである。  

労働組合の目的を明らかにしようとする研究は Dunlop (1944）から始まり、組合員の

賃金・雇用量の極大化や、組合員の賃金と失業した組合員の失業手当の合計額の極大化

などが提示された。その後、組合員の賃金と雇用者数を要素とする効用関数が労働組合

の目的関数として定着し、Pencabel (1984)等によって効用関数の形状の特定化や、組合

が賃金と雇用量のどちらを重視しているかを示すウエイトを測定するという実証研究が

積み重ねられた viii。これらの研究に共通するのは、組合員の効用を高めることは労働組

合の効用を高めることと同値であると考えられている点である。一方、労働組合と組合

員の目的が一致しないと考える研究は極僅かである。Ross (1948)は、そもそも労働組合

は多様な労働者の集まりであり、労働組合のリーダーが（全ての）組合員の利益を考慮

した組合運営を行うことはできないと指摘する。また Farber（1978）は、Ross (1948)と

同様に組合員の多様性に着目した上で、労働組合の決定事項が多数決原理による場合に

は、労働組合のリーダーが自らの地位を維持するために、組合員の年齢の中央値にある

者の期待効用を最大化する賃金政策を労働組合の目的とすることを理論的・実証的に示

した。さらに Faith and Reid (1983, 1986)は、組合員をプリンシパル、労働組合を交渉や

内部調整の専門家としてのエージェントとしてとらえ、組合員の多様性（つまり複数プ

リンシパルの存在）により、エージェントは全組合員の完全なエージェント（perfect 

agent）にはなり得ず、結果として一部組合員に対しては背任行為（malfeasance）を行う

と指摘する。  

本稿も Faith and Reid (1983, 1986)と同様に、組合員と労働組合の関係をエージェンシ

ー関係でとらえる。ただし、労働組合と組合員の目的の不一致が、組合員の多様性によ

って生じるのではなく、元来労働組合は組合員とは異なる目的を持つために生じると考

える点で異なる。すなわち、組合員は自己の純収入（賃金から組合費を控除したものに

                                                                                                                                                          
渉を企業が怠るならば、ユ・シ協定締結組合の組合員は組合に対して強い不満を持ち、できること

ならば組合を脱退したいという感情を抱くだろう。守島（2002）は、1993 年に実施された厚生労

働省「労働組合実態調査」の個票を利用し、ユ・シ協定の有無と組合員の満足度の関係について検

証している。これによれば、ユ・シ協定締結組合の組合員の満足度は、高い 14.3％、中程度 70.2 %、

低い 15.5%である。一方ユ・シ非締結組合では、一方ユ・シ非締結組合では、高い 15.6%、中程度

59.6%、低い 24.9%となっている。また都留（2002）は、「あなたは、ユニオン・ショップ制や人

間関係のしばりがなければ、組合を辞めたいとお考えですか」という問いを含む、独自の労働者個

人調査を実施した。この問いに対し、都留は辞めたい・辞めたくない、の二値変数を準備し、ユ・

シ協定のある組合に属する人が組合を辞めたいと考えているかを検証した。その結果、ユ・シ協定

が組合員の退出を促す効果は確認されず、入社時ユ・シ協定があるために嫌々ながら組合に入り、

我慢しつづけているというような組合員の姿は平均的には否定されている。ただしユ・シ協定があ

ることによって、無い組合よりも積極的に組合に加入し続けたいと思わせるような効果もないこと

になる。以上のように、2 つの実証研究からは、ユ・シ協定締結組合の組合員が、非締結組合の組

合員よりも組合に不満を抱いたり、可能であれば組合を辞めたいとは考えていないことがわかった。 
viii 組合の目的関数の実証研究に関しては、Farber(1986)、Pencavel(1991)等を参照。

Pencavel(1984)は International Typographical Union の 6 つのローカルユニオンの組合目的関数

を計測し、ウエイトの値は各組合で大きく異なるものの、賃金よりも雇用にかなり大きなウエイト

を置いているという実証結果を得ている。しかし、Clark and Oswald(1993)は、組合の目的関数

は何かを直接組合リーダーに尋ねたデータから、組合は組合員の雇用よりも賃金により重きを置い

ているという実証結果を得ている。調査対象の組合や利用するデータによって結果は異なっている。 
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よって定義される）を最大化することを目的とし、労働組合は組織にとっての収入であ

る組合費の最大化を目的とする。ここでの組合費は、代理交渉サービスの提供（本稿で

は組合員に代わって行う企業との賃金交渉）の対価としての意味合いを持つものである

とする。このような想定は、組合費が労働組合に労使交渉努力を促すように交渉結果で

ある賃金の一定率で徴収されていること、つまり組合費が交渉結果に対するインセンテ

ィブとして支払われるという日本で多く見られる組合費徴収形式と整合的である。  

以上をふまえ、本稿は組合費最大化を目的とする組合と組合員のエージェンシー・モ

デルを利用し、ユ・シ協定が組合のモラルハザードを誘発するかを理論的・実証的に検

証した。その結果、労働組合はユ・シ協定によってむしろ労使交渉への努力を高めてお

り、これまでの通説とは逆の結果を得た。理論分析では、ユ・シ協定は、組合員の勧誘

活動といった労使交渉以外の副次的活動への資源投入を禁止することで、組合を労使交

渉に専心させる効果を持つことを示した。また実証分析では、ユ・シ協定締結組合の方

が非締結組合よりも努力の代理指標である労使交渉回数が多いという、理論的予想と整

合的な結果を得た。  

本稿の構成は以下の通りである。2 節では労働組合のエージェンシー問題について説

明する。3 節では、Holmstrom and Milgrom(1991)のマルチ・タスク・エージェントの「外

部活動の禁止」のモデルを利用し、ユ・シ協定によって組合の交渉の努力水準が高まる

こと、またその効率性について検証する。4 節では実証分析に用いる日本の労働組合の

データと推定方法について説明する。5 節では推定結果を示し、6 節では結論と今後の課

題を述べる。  

 

２、  労働組合のエージェンシー問題  

本節では、労働組合と組合員との目的が異なる場合に、両者の間で発生するエージェ

ンシー問題をより詳細に検討する。プリンシパルである組合員は、自己の（純）収入を

最大化することを目的とし、それを実現できるような組合費を支払うという契約のもと

で労働組合に加入する。一方、エージェントである労働組合は、組合員の代理として企

業と労働条件について交渉を行い、その対価として組合費を受け取るという契約を組合

員と結び、組合収入総額の最大化を目的として行動する。  

労働組合の行う交渉努力とは、団体交渉の際には粘り強く交渉を行う他に、定期的に

経営側の人間に会って企業の経営状況についての情報を集めることを意味する。したが

って、労働組合は企業との交渉がどれだけ難航するかについての情報を持っているが、

組合員はこれを知り得ない。さらに、組合員には労働組合の努力水準が観察しにくく、

観察できるのは交渉の結果として労働条件が改善されたか否かである。  

このような状況で組合員が組合に定額の組合費を払っているとしたら、組合と組合員

との間の情報の非対称性から、組合が交渉の努力を怠るという事態が発生しかねない。

2003 年厚生労働省「労働組合実態調査」によれば、組合費を定額支払としている組合は

16.9％存在する。しかし、それ以外の組合で組合費はいわばインセンティブ支払となっ

ており、賃金の一定比率、本俸や基本給の 1~3％程度を徴収することが多い。同調査に
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よれば、賃金の一定率支払いは 50.6%、また定率と定額の併用方式での支払いは 28.8％

である。このように多くの組合では、団体交渉を通じて賃金水準を引き上げることがで

きれば、その分組合収入は増加することになり、組合が団体交渉に対して努力を傾注す

るインセンティブは確保される。インセンティブ形式の組合費支払による組合のモラル

ハザード防止効果は、ユ・シ協定締結組合であろうとオープン・ショップ組合であろう

と期待できるので、先述のユ・シ協定締結組合への批判は日本の 8 割近くの組合には当

てはまらない。  

ただし、インセンティブ形式で組合費が支払われていようとも、組合が自らの持ちう

る全資源を賃金交渉に投入しない可能性は残される。以下では労働組合には上記にあげ

た団体交渉のようなプリンシパルである組合員の収入に直接影響を与える、いわゆる「本

業」の活動以外に、2 つの副業活動があると考えてみよう。１つは組合員数増加を目的

とする非組合員労働者の勧誘活動、もう１つは、組合員から組合費を徴収する活動であ

る。この２つの副業は交渉活動とは違い、プリンシパルである既存の組合員に直接的な

利益をもたらさないため、エージェントの「外部活動（私的活動）」とみなすことができ

る。  

まず勧誘活動を例に挙げれば、正社員の労働条件を引き上げることが目的である組合

が、新たにパートタイマーからも組合費を獲得しようと、パートタイマーを組合に勧誘

することが考えられる。正社員の組合員にとっては、パートタイマーの労働条件の向上

は自らの収入の上昇に直接的にはつながらないばかりか、有限であるエージェントの努

力を勧誘活動に奪われてしまう。このような場合、プリンシパルである組合員は、組合

の勧誘活動を制限しようとする可能性がある。ここで、ユ・シ協定が勧誘活動を制限す

る役割を果たす。ユ・シ協定のある企業において、従業員は原則ユ・シ協定締結組合に

加入しなければならず、また脱退も難しい。つまり、この企業の多くの従業員が既にそ

の組合に属しているので、新たに勧誘すべき従業員が存在しないことになる。従って、

ユ・シ協定締結組合では勧誘活動の必要性はなく、これはユ・シ協定が勧誘活動を禁止

しているのと同義である。  

同様に、組合費の徴収もエージェントにとっては必要な活動だが、プリンシパルには

利益をもたらさない。そこで、組合員はチェック・オフ協定を結ぶことによって組合の

徴収活動を止めさせることができる ix。チェック・オフとは、組合費を賃金から天引き

できるようにする仕組みであり、組合が企業との間にこの労働協約を結んだ場合、企業

が組合員に代わって組合費を組合に支払う。この結果、組合は徴収活動の必要性は無く

なる。  

このように、ユ・シ協定やチェック・オフ協定は、組合員にとって直接的な利益に結

                                                  
ixチェック・オフ（組合費の給料からの天引き）を有効に実施するには、労基法 24 条 1 項の全額

支払原則違反とならないように、使用者と過半数組合または過半数代表者との間の書面による協定

を結ぶ必要がある（済生会中央病院事件：最判平成元 12・11 民集 43 巻 12 号 1786 項）。ただし、

労使協定には面罰的効果しかなく、組合費の天引きと支払いに関する委任について契約上の根拠が

必要となり、使用者が個々の組合員から、賃金から控除した組合費相当分を労働組合に支払うこと

についての委任を受ける必要がある。仮に個々の組合員がチェック・オフ停止を申し出れば使用者

はこれを中止しなければならない（エッソ石油事件：最判平成 5・3・25 労判 650 号 6 項）。  
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びつかない活動に向けられる組合の努力を、団体交渉等の直接的な利益に結びつく活動

へ向けさせる効果を持つ。  

 

３，モデル  

以下では、Holmstrom and Milgrom(1991)のマルチタスク・エージェント・モデルを利

用し、前節の議論を定式化する。具体的には上述した外部活動とそれを禁止する手段を

組合員が持つ場合、どのような条件の下で外部活動は禁止されるのか、禁止した場合の

組合の交渉に関する努力水準について考える。  

エージェントである労働組合は、組合費支払に関するインセンティブと許可される外

部活動の範囲を所与として、有限かつ一定な努力の総量を生産活動（賃上げ交渉）と外

部活動、すなわち従業員への勧誘活動 t1、と組合費徴収活動 t2 に、組合収入の確実同値

額が最大になるように配分する。一方、プリンシパルの行動は（純）収入の確実同値額

が最大になるように、エージェントの誘引両立性を満たすインセンティブと許可される

外部活動の範囲を決定する。  

この時、エージェントの確実同値額は、  

( )( ) ( ) ( ) ( ) ( )( )021022110 2
1 xwrVartttctvtvxwE −++−++   (1) 

と記せる。なお、(1)における各種前提条件と記号の意味は以下のとおりである。  

a) エージェントの効用は、絶対的危険回避度が一定（r）である効用関数-exp(-raw)で測

られるx。  

b) 組合費の支払い方式は線形で、w(x0)=β0x0+γ となることを仮定する。ただし、x0 は立

証可能な業績（組合による賃上げ交渉によって実現した賃金）、β0 はインセンティブ

つまり定率による組合費支払い、γ は定額による組合費支払いである。  

c) x0 は生産活動 t0 にノイズ ε を加えた x0=t0+ε (ε~N(0, σ2))という形で表される。  

d) 外部活動 t1、t2 は生産活動と異なりノイズを含まないが、プリンシパルにとっては測

定不能である。  

e) υ1(t1), υ2(t2) (υ’>0, υ’’<0, υ(0)=0)はエージェントが外部活動から得る収益を表す。  

f) c(t0+t1+t2) (厳密に凸 , t >0 に対して c’( t )=0)は活動に伴う直接費用であり、努力の総

和にのみ依存する。  

これら前提条件の下で(1)を書き直すと、エージェントの確実同値額は以下のように表

される。  

                                                  
x なお、本稿では組合員はリスク中立的であり、労働組合はリスク回避的であると仮定する。しか

し、Farber(1978)は、1948-73 年の United Mine Workers(UMW)のデータを用い、UMW の組合

員の相対的リスク回避度係数を計測したところ 3.7 と大きく、かなり危険回避的であることを示し

た。一方組合の危険回避度を測定した研究は存在しない。本研究では組合を民間企業のような営利

組織を想定しているものの、一つの大きな違いは、企業は多くの株主によって所有されており、ポ

ートフォリオによってリスク分散されている点である。一方、組合の財源は組合収入のみで資産等

の運用もできないため、リスク分散されない。このため株式会社とは違い労働組合もリスク回避的

と考えられる。では、組合員と組合のどちらが相対的にリスク回避的かという問題になるが、組合

員は資産運用等が自由であるのに対し、組合はそれが許されないので、組合の方がよりリスク回避

的であると考えることも可能だろう。  
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( ) ( ) ( ) 2
0

2
210221100 2

1 βσγβ rtttctvtvt −++−+++   (2) 

エージェントは、インセンティブ β0 と許される外部活動の範囲を所与として、確実同

値額が最大になるように生産活動 t0 と外部活動 t1、  t2 の量を決定する。  

いま、全ての外部活動が許されていると仮定すると、(2)を生産活動 t0 と外部活動 t1、 

t2 に関して微分することにより、確実同値額を最大にするための以下の条件（誘引両立

性）を得る。  

( )2100 tttc ++′=β   (3) 

( ) ( )21011 tttctv ++′=′   (4) 

( ) ( )21022 tttctv ++′=′   (5) 

(3)と(4)から β0=v’1(t1)、(3)と(5)より β0=v’2(t2)であることから、外部活動 t1、t2 は β0 の

みに依存し、許可される外部活動の範囲とは関係がないことがわかる。また、(3)より努

力の総和 T(=t0+t1+t2)も許可される外部活動の範囲には依存せず、所与の β0 の下では努力

の総量は一定になる。  

次に、所与の β0 の下で外部活動 t1 が禁止された（ t1=0）場合を考える。このとき、(3)

より努力の総量に変化はなく、 (5)より外部活動 t2 も変わらない。よって、外部活動 t1

が禁止されたことにより発生した余剰努力は(3)が満たされるまで、つまり努力の総量が

変化しないような水準にまで生産活動を増加させることになる。結局、禁止された外部

活動 t1 は全て生産活動 t0 に向けられることを意味する。  

一方、外部活動を禁止するか否かに関係なく、β0 を操作することによって外部活動と

努力の総量をコントロールすることが可能であることは明らかであり、つまり β0 によっ

て生産活動を変化させることも可能である。  

以上より、プリンシパルは許可される外部活動の範囲とインセンティブである β0 の両

者の組み合わせを操作することにより、エージェントの生産活動をコントロール可能で

あることがわかった。これをふまえて、以下ではエージェントの選択する誘引両立性を

満たす各活動水準を t0=t0(β0) 、 t1=t1(β0) 、 t2=t2(β0)と表すことにする。  

一方で、プリンシパルの確実同値額は、  

( ) ( )00 xwtB −   (6) 

この前提条件は、以下のようになる。  

g) プリンシパルは危険中立的である。  

h) プリンシパルの期待収入は B(t0)=t0、つまりエージェントの生産活動の関数である。  

i) エージェントの外部活動は、プリンシパルの期待収入に直接的な影響を与えない。  

以上の前提条件の下で(6)を書き直すと、プリンシパルの確実同値額は次のように表され

る。  

γβ −− 000 tt    (7) 

エージェントの誘引両立性条件を満たしつつ、プリンシパルの確実同値額を最大にす
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るということは、エージェントの誘引両立性条件の下でプリンシパルとエージェントの

確実同値額の総和を最大にすることと同値、つまり(3)、(4)、(5)の下で(2)と(7)の合計を

最大化する β0 と外部活動の範囲を選択することであり、  

( ) ( )( ) ( )( ) ( ) ( ) ( )( ) 2
0

2
02010002201100 2

1 βσββββββ rtttctvtvt −++−++   (8) 

を最大にする外部活動の範囲とインセンティブ β0 が最適な契約となる。  

 それでは、いかなる条件の下で外部活動が禁止されるだろうか。いま所与の β0 の下で

外部活動 t1 を禁止するべきか否かを考える。禁止する場合、エージェントの収益は

v1(t1(β0))だけ減少することになるが、その一方で外部活動に向けられていた努力は、先

述したように全て生産活動に向けられるため、プリンシパルの収益を t1(β0)だけ増加させ

ることになる（同様の議論は外部活動 t2 についても成り立つ）。よって、以下の条件が

満たされる場合には、外部活動を禁止することが効率的となる。  

( )( ) ( ) 2,1   00 =< ittv iii ββ    (9) 

(9)式を図 1 を用いて説明する。横軸は組合の外部活動、縦軸は外部活動から得られる

組合の収益を示している。外部活動 t1、 t2 は β0=v’1(t1)、β0=v’2(t2)より、各外部活動の関

数の傾きが β0 に等しくなるところで決まる。 ( )01 βt のように、収益 ( )( )011 βtv が 45 度線

よりも上にあれば、 ( )01 βt は (9)式より許可された方が効率的となる。一方、 ( )02 βt のよ

うに、収益 ( )( )022 βtv が 45 度線よりも下にあれば、 ( )02 βt は禁止された方がが効率的と

なる。  

また v’’<0 と  (3)、(4)、(5)から外部活動は β0 の減少関数であり、一方で v’’<0 である

ことから、インセンティブ β0 を低下させることによって、より強く(9)が満たされる、つ

まり外部活動を禁止する可能性が高まることがわかる。  

 次に、最適インセンティブ β*
0 を求める。(8)を β0 について微分すると、最大化のため

の一階の条件は以下のようになる。  

( ) 0*
0

2
21022110 =−′+′+′′−′′+′′+′ βσrtttctvtvt    (10) 

(3)、(4)、(5)より、  

0*
0

2
0

*
00 =−′−′ βσβ rtt   (11) 

これを整理することにより、最適インセンティブは以下のように求められる。  

( ) 1
0

2
*
0 1

1
−′+

=
trσ

β   (12) 

なお、(3)より 1=c’’t’0+c’’t’1+c’’t’2 であるので t’0=1/c’’-(t’1+t’2)となる。一方、(3)、(4)、(5)

より dti/dβ0=1/v’’i であり、 ti=ti(β0)より  dti/dβ0=t’i となることを利用すると、  

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
′′

+
′′

−
′′

=′
21

0
111
vvc

t   (13) 

となる。  

 (13)は、インセンティブの変化に対する生産活動の反応度を表しており、これが i) 努

力の総和の反応度（1/c’’）から、 ii) 外部活動の反応度（1/ v’’1+1/ v’’2）を控除すること

により求められることを示している。これによると、外部活動を禁止する範囲を広げる
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ほど、控除される外部活動の反応度の部分が小さくなる、つまり外部活動に向けられて

いた努力が生産活動へ向かうことになるため、インセンティブの変化はより直接的に生

産活動の反応へ結びつくことになる。その結果、(12)よりインセンティブ β0 はより強く

なることが分かるxi。  

 

4、データと推定モデル  

まず、3 節で議論した外部活動の禁止のモデルのうち、利用するデータから実証でき

ないこと、できることを明確にする。組合と組合員の間のインセンティブ問題の検証と

いう観点からは、本来であれば (12)式を直接推定したいが、これはデータの制約から難

しい。今回利用する 2 つのデータからは、インセンティブ β0 の指標となる直接的・間接

的データが利用できない（危険回避度や業績測定の容易さ、インセンティブに対する努

力の反応度についても同様）。また、他の調査からインセンティブ β0 の値は 1～3％と極

めて小さな値を取り、時系列で見てそれほど大きく変化しないことはわかっているが、

クロスセクションで見て、つまり組合間でどれほど異なるのかについての調査はないxii。 

一方で前節のモデル分析から、(9)式が満たされるという条件下では外部活動を禁止す

ることは効率的である、という結論も得ている。これは外部活動の禁止によって組合が

生産活動である団体交渉へ向ける努力が増加し、その結果組合員の賃金が上昇し、賃金

の増加によって組合収入が増加すると解釈することが可能である。本稿で利用するデー

タからは、外部活動の禁止が組合収入の増加に結びついているか否かまでは検証できな

いが、外部活動の禁止によって組合が団体交渉へ向ける努力を増加させているか否かに

ついては実証することが可能である。つまり、労働組合の生産活動に費やす努力の指標

として、企業との交渉回数を得ることができる。また労働組合の外部活動の禁止方法と

してユ・シ協定を結んでいるか否か、チェック・オフ協定を結んでいるか否か、という

データも利用可能である。よって本節では、全ての労働組合と組合員はインセンティブ

β0 を所与とし、外部活動の禁止の範囲を調整することが労働組合の努力水準に影響を与

えているか、という点を統計学的手法により検証する。  

 

4.1 データ  

推定には日本の労働組合についての個票データを 2 つ用いる。1996 年に旧東京都立労

働研究所が行った「労働組合の結成及び活動と地域組織に関する調査」（以下旧都労研調

査）、2001 年に連合総合生活研究所が行った「中小企業における従業員代表制と労使コ

ミュニケーションの実態調査」（以下連合総研調査）である。連合調査には団体交渉回数

とユ・シ協定の有無についての設問があり、旧都労研調査には、団体交渉回数と労使協

                                                  
xi その他の最適インセンティブの性質については、伊藤（2003）を参照。  
xii 過去 2 年間における組合費の引き上げ、もしくは引き下げといった変更の有無では、「変更なし」

が 80.7％とその大半を占める。組合費の変更がある場合、「引き上げを行った」 (4.4％）組合に比

べて、「引き下げを行った」(15.3％）が 2 割弱と多い。さらに、今後 2 年間における組合費の引き

上げ、もしくは引き下げといった変更の見通しについては、「特に具体的な検討はしていない」が

82.7％を占め、「引き上げを検討している」(6.4％）や「引き下げを検討している」(9.1％）は、い

ずれも１割程度にとどまる。  
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議回数の合計値とユ・シ協定、チェック・オフ協定有無の設問がある。調査から得られ

る情報を互いに補足するために 2 種類のデータを用いる。各データの調査方法は脚注に、

記述統計量は表 1、表 2 に示したxiii。なお、都労研究調査では、365 組合のうち 312 の労

働組合データを推定に用いており、その中でユ・シ協定のある労働組合は 84 組合、チェ

ック・オフ協定のある労働組合は 94 組合、どちらの協定もない労働組合は 121 組合であ

った。表 2 に関しては、ユ・シ協定の有無別の記述統計も示している。平均値において

ユ・シ協定締結組合の方が交渉回数が多い、チェック・オフ協定が有る、企業規模が大

きい、組合年齢が高い、設立時に上部団体からの支援がある、労使協議制があるなどの

特徴がある。  

 

4.2 推定式  

推定式は以下の通りである。  

iiiii D χβββββλ 42i132i2110 )D(D D ln +×+++=   (14) 

従属変数 iλ は交渉回数 Yi の平均値である。独立変数 D1i はユ・シ協定ダミー、D2i はチ

ェック・オフ協定ダミー、D1i×D2i はユ・シ協定ダミーとチェック・オフ協定ダミーの

交差項、χ i は組合規模や産業ダミー等その他独立変数である。 1β は正、 2β も正、そし

て 3β はユ・シ協定、チェック・オフ協定の両協定が有れば労働組合はより交渉に専念す

ることが予想されるので正、が予想される。  

交渉回数 Yi は count data であり、正規分布に従わない可能性がある。交渉回数の分布の

形状は図 2-1,2 に示した。そこで、推定には Poisson regression、もしくは Negative Binomial 

regression を用いるxiv。さらに交渉回数はゼロを多く含むため、0 に起因する過剰分散に

対して頑健な Zero-Inflated Poisson regression(以下 ZIP)、もしくは Zero-Inflated Negative 

Binomial regression(以下 ZINB)を採用するxv。組合 i が団体交渉を必ず 1 回は行う可能性

のある組合である確率を iϕ  、交渉する可能性のない組合である確率を 1－ iϕ  とする。

ここで団体交渉する可能性のある組合の団体交渉回数に負の二項分布を仮定すると、確

率変数 Yi の分布は、  

1

)()1()0Pr( 1

1
−

+
+−== −

−
α

λα
αϕϕ

i
iiiY  

                                                  
xiii旧都労研調査は、東京都労働経済局「労働組合名簿」から 2,700 の組合（新設組合 796、既設組

合 1,904）を抽出し、その組合役員宛に調査票を送付している。回答組合数は 365 組合で、回収率

14.6％（宛先不明の 202 組合は除く）であった。一方連合総研調査は、従業員規模 100 人以上 500
人未満の中小企業の総務担当者か人事・労務担当者に調査票を送付している。本稿の分析では、労

働組合のある企業のデータのみを利用しているが、オリジナルデータは無組合企業も含んでいる。

有組合企業、無組合企業をあわせた配票数は 3,445、回答数は 605、回収率は 17.6％である。なお、

連合調査は労働組合のある企業へのアンケート調査であるので、企業内に複数組合があれば、他の

組合の団体交渉分もカウントしてしまう。そこで、複数組合のある企業のサンプルは利用していな

い。  
xiv2002 年厚生労働省「団体交渉と労働争議に関する実態調査」によれば、過去 3 年間における団

体交渉の１年平均の団体交渉回数は、0 回 35.4%,4 回以下 25.3%,5-9 回 21.3%,10-19 回 13.2%,20
回以上 4.8%となっており、やはり正規分布に従わないように推測される。また団体交渉を行わな

い組合が 3 割強存在しており、連合調査より 10％多い。     
xv Zero Inflated Negative binomial regression について、Long(1997)8 章 p.242-247 を参照した。  
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なお、 iϕ にはプロビットモデルを特定して推定を行う。  

さらに、ユ・シ協定の有無が内生変数である場合、上記の ZINP 等の推定は一致性を

満たさない。そこで二段階最小二乗法と GMM 推定を行う。  

操作変数の候補は 2 つある。1 つは、組合設立時における上部団体からの指導の有無

である。ユ・シ協定を締結するか否かは組合設立時に決定され、一度締結されれば破棄

されることはほとんどなく、設立時に締結されなければその後も締結されないという特

徴がある。よって、ユ・シ協定が締結されるか否かは、組合設立時の企業の状況や産業

内の他の組合の動向などに左右されている。中でも、組合設立時に組合の設立・運営方

法等について、ナショナル・センターや産別労組等の上部団体から指導を受けるケース

があり、ユ・シ協定の締結は上部団体からの情報に影響を受けていると考えられる。  

もう１つは組合年齢である。古い組合ほどユ・シ協定が締結されている傾向がある。

一方で、古い組合と新しい組合で労使交渉回数が異なる傾向は確認されない。  

 

5.推定結果  

 まず、連合総研調査を用いた団体交渉の回数に対する推定結果は表 3 に示している。

3-(1)は Negative binomial regression、3-(2)は ZINB の robust 推定の結果を示している。こ

こでは Vuong 統計量が有意であり、Zero-Inflated Model の選択を支持している。過剰分

散パラメーターの係数は有意であることから過剰分散が生じている可能性があり、

Poisson 分布を特定することには問題がある。よって  ZINB による推定が望ましい

（Poisson, ZIP の推定結果は省略）。3-(2)の「ユ・シ協定有」変数の係数は-0.36 と有意に

負、限界効果は-2.58 を示している。すなわち、ユ・シ協定は組合の団体交渉回数をおよ

そ 2.8 回抑制するという予想に反した結果が得られた。  

ただし、日本では団体交渉の回数が少ないだけでは組合の努力水準が低いとは言い切

れない。労使協議制のある組合では、労使協議が団体交渉の前段としての役割を果たす

という慣行があり、労使協議が活発に行われていれば、団体交渉の数が少ない可能性が

ある xvi。そこで、団体交渉、労使協議双方の合計数のわかる旧都労研データを用いて、

同様の推定を行った。  

結果は表 4 に示している。まず、表 4-(2)の ZINB モデルによる推定結果から、過剰分

                                                  
xvi労使協議制とは、労使間の意見交換や情報提供を行うことを目的として設置される話し合いの場

である。労働組合が存在する場合は労働組合が関与する。2004 年厚生労働省「労使コミュニケー

ション調査」によれば、労使協議機関のある事業所の割合は 37.3%、労働組合のある事業所では

80.5％、ない組合では 15.0％で労使協議制がある。また、2002 年厚生労働省「団体交渉と労働争

議に関する実態調査」によれば「団体交渉を行わなかった組合」について、その理由をみると、「上

部組織が団体交渉を行うことになっているから」52.0％が最も高く、次いで、「労使協議機関で話

合いができたから」35.4％となっている。  
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散パラメーターの係数は有意であり、Poisson モデルは支持されない。よって Poisson 

regression、ZIP の推定結果は省略する。表 4-(2)の ZINB モデルの推定結果によれば、「ユ・

シ協定有」変数の係数は 0.34 と有意に正を示している。限界効果は 3.60 で、ユ・シ協

定は団体交渉・労使協議等の合計回数はおよそ 3.6 回増加させる。つまり、ユ・シ協定

締結組合の方がより交渉を行っていることがわかる。  

そして、「チェック・オフ協定有」の係数は 0.36 と有意に正を示している。予想通り

チェック・オフ協定があると組合は団体交渉に専念し、交渉回数が 3.8 回増加すると解

釈できる。さらにユ・シ協定とチェック・オフ協定の双方があれば、より団体交渉に専

念すると予想される。しかし、ユ・シ協定とチェック・オフ協定の交差項の係数は、-0.54

と有意に負を示していており、限界効果は-4.34 であることから、両協定が結ばれること

によって、交渉回数は 4.3 回減少する。この結果からユ・シ協定、チェック・オフ協定

はそれぞれ組合を規律づけるが、両協定を締結した場合には交渉回数が減少する。この

ことから、両協定は何らかの相互作用によって組合の努力水準を低下させる可能性があ

ると考えられる。  

次に、連合総研のデータでユ・シ協定が交渉回数に与える影響が負、都労研データで

は正、と異なるのは両データの調査対象組合規模が異なることが原因の可能性がある。

連合総研データは従業員規模が 100 人以上 500 人未満の企業規模の組合に対して行われ

た調査である（ただし、データにはより小規模な企業の組合も含まれており、39 人の企

業が最小である）のに対し、都立労働研には規模による調査対象の縛りがなく、より大

企業が含まれる。これを考慮し、連合総研データに組合規模をあわせて（39 人以上 500

人未満）推定を行ったのが表 5 である。Vuong 統計量は 10％有意であり、交渉回数が 0

回である標本が 4 つしかないことから、negative binomial model の結果を示した。表 5-(1)

は連合総研データを用いた推定と同様に「チェック・オフ協定有」や両協定の交差項を

含まないで推定した結果である。ユ・シ協定の係数は有意でない。そして、表 5-(2)にチ

ェック・オフ協定、両協定の交差項を含んだ結果を示している。「ユ・シ協定有」の係数

は有意に正だが、「チェック・オフ協定有」の係数は有意でない。このことから、企業規

模によってユ・シ協定やチェック・オフ協定が組合の交渉努力に与える効果が異なるこ

とが考えられる。例えば、企業規模の小さいところでは、組合の勧誘活動や組合費徴収

活動にかかる努力が小さいので、これらを禁止しても交渉努力に向けられる努力がそれ

ほど増加しないと解釈することができよう。  

そして、表 6 にはユ・シ協定の内生性を考慮した二段階最小二乗法と GMM 推定の結

果を示している。比較のために、同じ標本を用いた Negative binomial 推定と OLS 推定の

結果も示したが、結果の説明は省略する。Hansen の過剰識別テストから、組合結成時の

上部団体の指導の有無と組合年齢の 2 つの操作変数が誤差項と相関を持たないことが確

認され、First-stage F テストから操作変数が内生変数と考えられる「ユ・シ協定有」に影

響があることが確認された。表 6-(1)に示される二段階最小二乗法による推定は、「ユ・

シ協定有」の係数は 14.33 と正、「チェック・オフ協定有」は 4.43 と正、そしてユ・シ

協定とチェック・オフ協定の交差項の係数は-14.01 と負を示している。これらの符号条
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件は、表 4 の ZIMP の推定結果と同じである。ただし、ユ・シ協定の係数の大きさにつ

いては、表 6-(2)の OLS 推定の 4 倍以上、表 6-(1)Negative binomial の 3 倍以上の大きさ

であり、ユ・シ協定の締結には内生性があることが示唆される。  

 

6、考察  

 本稿はユ・シ協定が労働組合のモラルハザードを誘発させるかについて理論的・実証

的に検証した。理論分析では、ユ・シ協定は労働組合の組合員へのサービス努力を高め、

労働者と組合の効率性を高めるという結果を得た。組合費の支払い方法が定率であるな

らば、ユ・シ協定は労働組合を交渉に専念させる効果を持つ。実証分析では連合総研と

都労研の調査を用いてユ・シ協定が労使交渉回数に与える影響を検証した。その結果、

連合総研調査では、ユ・シ協定のある組合の方が団体交渉の回数が少ないという理論分

析の結果とは逆の結果を得た。しかし、日本では団体交渉の前段として労使協議が盛ん

に行われる実態をふまえると、団体交渉の回数だけでなく、団体交渉と労使協議の合計

回数を組合の交渉努力の代理指標と考える方が相応しい。そこで、団体交渉と労使協議

の回数の合計値のわかる都労研調査を利用して、ユ・シ協定が団体交渉と労使協議の合

計回数に与える影響を検証した。その結果、ユ・シ協定締結組合の方が団体交渉と労使

協議の合計回数が多いという理論分析と整合的な結果が得られた。さらに、ユ・シ協定

を締結するか否かの内生性を考慮した分析でも、同様にユ・シ協定が組合の団体交渉と

労使協議の合計回数を増やすという結果を得た。  

ただし、本稿の推定結果からは明確にできない点がある。本稿では、ユ・シ協定が内

生変数であることから GMM 推定を行い、ユ・シ協定の締結が交渉回数を増やすことは

確認できている。しかし、ユ・シ協定が何回交渉回数を増やすのか、その効果の大きさ

を測定するためには、内生性を考慮し、なおかつ negative binomial 分布を仮定した推定

が望ましい。これは今後の課題となる。  

また、チェック・オフ協定は、ユ・シ協定と同様に、組合を団体交渉に専念させる効

果を持っており、ユ・シ協定とチェック・オフ協定の双方があれば、組合をより団体交

渉に専念させると予想された。しかし実証結果からは、両協定が交渉回数を減らす効果

を持つことが示された。このような推定結果が得られた理由として 2 つのことが考えら

れる。まず 1 つ目に、チェック・オフ協定が組合費のインセンティブ支払いの側面を弱

めてしまう効果があると解釈することが可能であるxvii。チェック・オフ協定がない場合

には、労働者は組合の交渉結果を見ながら組合費を支払うかを決めることができるが、

チェック・オフ協定があれば、組合の交渉結果が悪くても、組合員の意志を介さずに組

合費が給与から天引きされてしまう。もう１つの解釈は、組合費を決定する賃金の β0 の

値と関係がある。実証分析ではどの労働組合においても β0 の値を一定と考えたが、現実

には労働組合によって β0 の値は異なる可能性がある。低い β0 が設定されていれば、エ

ージェントの努力の総和が低下し、交渉水準は下がると予想される。この予想が正しい

                                                  
xviiこのチェック・オフ協定の係数の解釈について川口大司氏からコメントをいただいた。  
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かは、β0 の値を含んだデータを利用して、外部活動を禁止された組合と禁止されていな

い組合とでは β0 の値が異なるかを検証する必要がある。これらの点については今後の課

題としたい。  
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表1　連合総研調査　記述統計量

変数
サンプル
・サイズ

平均 標準偏差 最小値 最大値

団体交渉の回数 282 6.25 5.00 0 25
ユ・シ協定 282 0.85 0.36 0 1
企業規模ダミー 0-299人 282 0.78 0.41 0 1
（正社員規模） 300人以上 282 0.22 0.41 0 1
産業ダミー 卸・小売・飲食業 282 0.78 0.41 0 1

製造業 282 0.10 0.30 0 1
運輸・通信業 282 0.08 0.27 0 1
サービス業 282 0.03 0.17 0 1
その他 282 0.01 0.10 0 1
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表2　都労研調査　記述統計量

サンプル
・サイズ

平均 標準偏差 最小値 最大値
サンプル
・サイズ

平均 標準偏差 最小値 最大値
サンプル
・サイズ

平均 標準偏差 最小値 最大値

団体交渉と労使協議の合計回数 312 10.14 8.53 0 50 84 12.44 9.88 1 50 228 9.30 7.83 0 50
ユ・シ協定 312 0.27 0.44 0 1 84 1.00 0.00 1 1 228 0.00 0.00 0 0
チェックオフ協定 312 0.30 0.46 0 1 84 0.49 0.50 0 1 228 0.24 0.43 0 1
ユ・シ協定とチェックオフ協定の交差項 312 0.13 0.34 0 1 84 0.49 0.50 0 1 228 0.00 0.00 0 0
複数組合の有無 312 0.15 0.36 0 1 84 0.07 0.26 0 1 228 0.18 0.38 0 1
上部団体の有無 312 0.76 0.43 0 1 84 0.74 0.44 0 1 228 0.76 0.43 0 1
企業規模ダミー 0-299人 312 0.83 0.37 0 1 84 0.71 0.45 0 1 228 0.88 0.33 0 1
（正社員規模） 300人以上 312 0.17 0.37 0 1 84 0.29 0.45 0 1 228 0.12 0.33 0 1
産業ダミー 建設業 312 0.05 0.23 0 1 84 0.11 0.31 0 1 228 0.04 0.18 0 1

製造業 312 0.29 0.45 0 1 84 0.36 0.48 0 1 228 0.26 0.44 0 1
卸・小売・飲食業 312 0.10 0.30 0 1 84 0.17 0.37 0 1 228 0.08 0.27 0 1
金融保険・不動産業 312 0.03 0.18 0 1 84 0.05 0.21 0 1 228 0.03 0.16 0 1
運輸・通信業 312 0.12 0.32 0 1 84 0.11 0.31 0 1 228 0.12 0.32 0 1
電気・ガス・熱供給業 312 0.01 0.08 0 1 84 0.01 0.11 0 1 228 0.00 0.07 0 1
サービス業 312 0.29 0.45 0 1 84 0.18 0.39 0 1 228 0.32 0.47 0 1
その他 312 0.12 0.32 0 1 84 0.02 0.15 0 1 228 0.15 0.36 0 1

組合年齢 312 21.04 13.75 1 61 84 25.56 15.10 1 55 228 19.38 12.86 1 61
組合設立時における上部団体の支援 196 0.48 0.50 0 1 43 0.33 0.47 0 1 153 0.53 0.50 0 1
労使協議制の有無 312 0.51 0.50 0 1 84 0.70 0.46 0 1 228 0.44 0.50 0 1

16

全サンプル ユニオン・ショップ協定あり ユニオン・ショップ協定無し
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図2-1 団体交渉回数
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図2-2　団体交渉・労使協議等の合計回数
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表3　推定結果（連合総研調査）

従属変数=団体交渉回数

NB 限界効果 Probit NB 限界効果

ユ・シ協定 -0.40 -2.82 -0.36 -2.58
(0.12) (0.11)

企業規模（正社員規模） 300人以上 -0.07 -0.41 -0.06 -0.08 -0.44
(0.12) (0.51) (0.12)

卸・小売・飲食業 -0.24 -1.33 -0.29 -1.61
(0.12) (0.11)

運輸・通信業 -0.06 -0.39 -0.40 -0.11 -0.44
(0.14) (0.67) (0.14)

サービス業 -0.52 -2.52 -0.37 -0.57 -2.59
(0.24) (2.99) (0.27)

その他 0.28 2.00 -4.53 0.20 1.87
(0.35) (0.20) (0.35)

定数 2.21 -1.47 2.26
(0.11) (0.19) (0.11)

サンプル・サイズ 282 282
Nonzero 257 257
Zero 25 25
対数尤度 -782.76 -782.76
過剰分散パラメーター -1.24 -1.24

[0.00] [0.01]
Vuong統計量 2.17

[0.01]
注）連合調査を用いて推定。( )内は標準誤差、[ ]内はp値である。
　　企業規模ダミーのリファレンス・グループは0-299人規模。
　　産業ダミーのリファレンス・グループは製造業
    (3)(4)はrobust推定を行った。
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表4　推定結果（都労働調査） robust推定

従属変数＝団体交渉と労使協議の合計回数

限界効果 Probit NB 限界効果

ユ・シ協定有 0.39 4.08 0.34 3.60
(0.13) (0.13)

チェク・オフ協定有 0.40 4.12 0.36 3.76
(0.12) (0.12)

ユ・シ×チェックオフ協定 -0.59 1.25 -0.54 -4.34
(0.20) (0.20)

複数組合の有無 -0.01 -0.12 -0.03 -0.28
(0.11) (0.11)

上部団体の有無 0.22 1.94 0.21 1.91
(0.10) (0.10)

企業規模300人以上ダミー 0.51 5.78 -5.67 0.48 5.57
(0.10) (0.68) (0.10)

建設業 -0.68 -4.87 2.13 -0.57 -4.38
(0.22) (1.01) (0.20)

卸・小売・飲食業 -0.28 -2.36 0.97 -0.22 -2.00
(0.15) (0.91) (0.15)

金融保険・不動産業 -0.18 -1.59 -4.06 -0.19 -1.70
(0.21) (0.78) (0.21)

運輸・通信業 -0.30 -2.54 0.78 -0.28 -2.48
(0.14) (1.02) (0.14)

電気・ガス・熱供給業 -0.24 -2.00 1.49 -0.21 -1.84
(0.21) (1.04) (0.22)

サービス業 -0.21 -1.93 0.52 -0.19 -1.80
(0.11) (0.85) (0.11)

その他 -0.64 -4.84 0.44 -0.64 -4.94
(0.16) (1.21) (0.17)

労使協議制の有無 -5.88 0.03
(0.66)

定数 2.09 -2.20 2.13
(0.12) (0.77) (0.12)

サンプルサイズ 312 312
Ｎｏｎｚｅｒｏ 301 301
zero 11 11
対数尤度 -992.18 -985.92
過剰分散パラメーター -1.02

[0.00]
Vuong 統計量 1.55

[0.06]
注）旧都労研調査を用いて推定。( )内は標準誤差、[ ]内はp値である。
　　企業規模ダミーのリファレンス・グループは0-300人規模。
　　産業ダミーのリファレンス・グループは製造業
  過剰分散パラメーター、Vuong統計量はrobust推定していない推定から求められた値である。
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表5　推定結果（都労研調査） robust推定
組合規模を連合調査と等しくし、複数組合を除く標本で推定

係数 限界効果 係数 限界効果

ユ・シ協定有 0.19 2.20 0.36 4.18
(0.12) (0.16)

チェク・オフ協定有 0.18 2.07
(0.15)

ユ・シ×チェックオフ協定 -0.47 1.94
(0.24)

上部団体の有無 0.21 2.21
(0.13)

企業規模300人以上ダミー 0.42 5.50 0.37 4.67
(0.14) (0.14)

建設業 -0.62 -5.36 -0.59 -5.10
(0.22) (0.22)

卸・小売・飲食業 -0.30 -2.96 -0.31 -3.09
(0.18) (0.18)

金融保険・不動産業 -0.12 -1.27 -0.01 -0.09
(0.32) (0.30)

運輸・通信業 -0.28 -2.82 -0.36 -3.48
(0.23) (0.23)

電気・ガス・熱供給業 -0.07 -0.80 0.08 0.92
(0.17) (0.19)

サービス業 -0.12 -1.27 -0.16 -1.65
(0.14) (0.13)

その他 -0.33 -3.15 -0.40 -3.74
(0.22) (0.19)

定数 2.46 2.26
(0.10) (0.15)

サンプルサイズ 164 164
Non zero 160 160
zero 4 4
対数尤度 -540.54 -537.55
過剰分散パラメーター -1.12 -1.17

[0.00] [0.00]
Vuong 統計量 1.41 1.37

[0.08] [0.08]

注）旧都労研調査を用いて推定。( )内は標準誤差、[ ]内はp値である。
　　企業規模ダミーのリファレンス・グループは0-300人規模。
　　産業ダミーのリファレンス・グループは製造業
  　過剰分散パラメーター、Vuong統計量はZINB推定から求めた。
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表6　推定結果（都労研調査） robust推定
内生性を考慮した推定

(2) (3) (4)
OLS TSLS GMM

係数 限界効果 係数 係数 係数

ユ・シ協定有 0.37 4.07 3.34 14.33 13.51
(0.20) (2.49) (6.72) (6.53)

チェク・オフ協定有 0.33 3.47 2.98 4.43 3.85
(0.15) (1.72) (1.99) (1.87)

ユ・シ×チェックオフ協定 -0.43 2.00 -4.05 -14.01 -12.92
(0.27) (3.19) (6.80) (6.60)

複数組合の有無 -0.14 -1.36 -1.65 -3.02 -3.11
(0.14) (1.61) (1.77) (1.74)

上部団体の有無 0.35 3.09 2.07 2.09 1.70
(0.19) (1.94) (1.72) (1.67)

企業規模300人以上ダミー 0.47 5.61 5.11 5.61 5.86
(0.14) (1.97) (2.10) (2.07)

建設業 -0.66 -4.94 -6.06 -9.51 -9.11
(0.24) (2.52) (3.73) (3.60)

卸・小売・飲食業 -0.51 -4.20 -4.56 -5.84 -5.75
(0.18) (1.76) (2.06) (2.20)

金融保険・不動産業 -0.32 -2.76 -2.78 -3.70 -3.98
(0.31) (3.92) (4.85) (4.71)

運輸・通信業 -0.48 -3.98 -4.42 -3.95 -3.83
(0.16) (1.61) (1.70) (1.66)

電気・ガス・熱供給業 -0.36 -3.00 -2.42 -2.06 -2.32
(0.23) (3.54) (2.91) (2.96)

サービス業 -0.26 -2.48 -1.96 -1.43 -1.75
(0.15) (1.67) (1.78) (1.73)

その他 -0.86 -6.29 -6.53 -5.50 -5.52
(0.21) (1.56) (1.93) (1.90)

定数 2.35 12.40 13.02 13.76
(0.34) (3.87) (3.71) (3.60)

サンプルサイズ 189 189 189 189
対数尤度 -607.93
決定係数 0.16 0.01 0.03

Hansen J統計量 0.78 0.78
[-0.38] [-0.38]

First-stage　Ｆ 5.56
[0.00]

注）旧都労研調査を用いて推定。( )内は標準誤差、[ ]内はp値である。
　　企業規模ダミーのリファレンス・グループは0-300人規模。
　　産業ダミーのリファレンス・グループは製造業
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